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平成２６年８月７日判決 名古屋高等裁判所 

平成２４年（ネ）第１００１号 金員返還請求控訴事件 

（原審・名古屋地方裁判所平成２３年（ワ）第５２２７号） 

主         文 

１ 原判決を次のとおり変更する。 

２ 被控訴人は，控訴人に対し，２２１万４４８５円及びこれに対す

る平成２３年６月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

３ 控訴人のその余の請求を棄却する。 

４ 訴訟費用は，第１，２審を通じてこれを５分し，その３を控訴人

の負担とし，その余を被控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

 (1) 原判決を取り消す。 

  (2) 被控訴人は，控訴人に対し，５２２万７２３５円及びこれに対する平成

２３年６月２６日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

  (3) 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。 

 ２ 被控訴人 

  (1) 本件控訴を棄却する。 

  (2) 控訴費用は，控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要 

 １ 本件は，控訴人が，被控訴人に対し，①控訴人の父Ａと母Ｂ（以下，ＡとＢ

を「Ａら」という。）が，被控訴人が運営する老人ホーム（以下「本件施設」

という。）について，被控訴人との間で締結した入居契約（以下「本件入居契

約」という。）における入居一時金の返還金に関する条項などが公序良俗に反
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し，又は消費者契約法１０条により無効であると主張して，不当利得返還請求

権に基づき，Ａらが本件入居契約締結時に支払った入居一時金のうち７９７万

２４８５円の返還と，これに対する請求した日の翌日である平成２３年６月２

６日から支払済みまで商事法定利率の年６分の割合による遅延損害金の支払を

求めるとともに，②被控訴人は厚生労働省が定める基準を満たさないのに介護

保険の給付対象外の介護サービス費用（以下「保険外サービス費用」とい

う。）として７２万９７５０円を徴収したと主張して，不当利得返還請求権に

基づき，上記金員の返還と，これに対する請求した日の翌日である平成２３年

６月２６日から支払済みまで商事法定利率の年６分の割合による遅延損害金の

支払を求めた事案である。 

   原審が，控訴人の請求をいずれも棄却したため，控訴人が控訴した。 

   なお，控訴人は，当審において，請求の趣旨を減縮し，①Ｂ死亡時の入居一

時金の返還金につき，本件入居契約の入居一時金の返還に関する合意が公序良

俗に反し，又は消費者契約法１０条により無効であるなどと主張して，不当利

得返還請求権に基づき２９万５０００円，②Ａ死亡時の入居一時金の返還金に

つき，ⓐＡが本件施設内の居室を転居する際に締結した転居契約が錯誤無効，

詐欺又は消費者契約法４条１項により取り消し得ること，同転居契約が公序良

俗に反し，又は消費者契約法１０条により無効であること，ⓑ本件入居契約の

入居一時金の返還に関する合意が公序良俗に反し，又は消費者契約法１０条に

より無効であること，ⓒ被控訴人は，Ａが利用した居室の原状回復費用を控除

したが，それには法律上の理由がないなどと主張して，不当利得返還請求権に

基づき４２０万２４８５円，③被控訴人は厚生労働省が定める基準を満たさな

いのに保険外サービス費用として７２万９７５０円を徴収したと主張して，不

当利得返還請求権に基づき上記金額及びこれら（合計５２２万７２３５円）に

対する請求した日の翌日である平成２３年６月２６日から支払済みまで商事法

定利率の年６分の割合による遅延損害金の支払を求めた。 
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 ２ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び掲記証拠により容易に認められる

事実） 

(1) 当事者等 

ア 控訴人は，Ａ（大正１０年Ｃ月Ｄ日生）とＢ（大正１２年Ｅ月Ｆ日生）

の長男である。Ｂは，平成２０年１２月２５日に死亡し，Ａは，平成２３

年４月２４日に死亡した。 

イ 被控訴人は，有料老人ホームの設置及び運営などを目的とする株式会社

であり，平成１４年５月３１日，有料老人ホーム「Ｇ」（本件施設）の本

館を開設して本件施設での事業を開始した。本件施設は，ａ市ｂ（Ｈ駅か

ら徒歩５分の場所）に所在し，一般居室４６室と介護居室７室（本館及び

東館の合計）があり，共用施設として，大浴場，介護浴室，厨房，自立者

用食堂，介護者用食堂，健康管理室，介護センターなどが設けられている。

また，居室には緊急通報用の押しボタンと無線送信機が設置され，夜間も

管理室に連絡を取ることができ，夜勤者１名が勤務している。被控訴人は，

本件施設を開設する以前は，介護保険法に定める居宅サービスのうち，訪

問看護，訪問介護につき事業者の指定を受けていたが，平成１４年５月３

１日に特定施設入居者生活介護につき事業者の指定を受けた。 

(2) 本件入居契約前の重要事項説明書 

被控訴人は，Ａらに対し，本件入居契約締結前に，平成１４年２月６日付

けの「有料老人ホーム重要事項説明書（予定）」（甲９，３９。以下「２月

６日付け重要事項説明書」という。）を交付した。２月６日付け重要事項説

明書には，要旨次のような記載がある。 

ア 表題部には，「有料老人ホーム重要事項説明書（予定）」と記載され，

その下の作成日の次には，「（予定資料のため今後変更もあります）」と

記載されていた。 

イ 施設の類型 健康型・介護が必要になっても契約は存続（被控訴人経営
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の訪問看護・訪問介護・指定居宅介護支援事業者で重介護状態となっても

介護の対応ができる。） 

ウ 開設年月日 平成１４年５月３１日開設予定 

  建物概要（権利関係） 平成１４年５月竣工予定 

エ 利用料 

(ｱ) 費用の納入方式は，①入居一時金方式（入居一時金＋月額利用料），

②賃貸方式（賃貸料金＋月額利用料＋保証金），③併用方式（共用部分

の入居一時金＋居室月額賃貸料金）の３方式があり，これらから選択を

する。その使途は，居室，共用施設の利用権取得のための費用である。

なお，入居一時金方式には，家賃相当額を含むため，賃貸料金は不要で

ある。 

(ｲ) 解約時の返還金 

 一般居室：１５年以内に解約した場合 

  入居一時金×０．８５×（１８０ヶ月－利用経過月数）÷１８０ 

  ＝返還金額 

 介護・支援居室：１０年以内に解約した場合 

  入居一時金×０．８５×（１２０ヶ月－利用経過月数）÷１２０ 

＝返還金額 

なお，返還期間経過後は，返還金はなくなるが，追加の入居一時金は

必要なく，住み続けることができる。 

(ｳ) 月額賃貸料金 退去時まで支払が必要 

(ｴ) 月額利用料  管理費（共用施設等の維持管理費，事務費，生活サ

ービス等に係わる人件費ほか），食費，介護費用，水光熱費等が含

まれる。 

オ 入居一時金・家賃に含まれるサービス 

 一般居室又は介護居室，一時介護室，共用施設の利用，サービスを受け
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る権利（施設利用料） 

カ 介護を伴う場所等 

(ｱ) 要介護時（痴呆を含む）に介護を行う場所 軽度の介護及び基準内

介護サービスについては，入居している一般居室において介護する。 

(ｲ) 入居後に介護居室に移る場合 長期にわたり２４時間の頻繁な介護

が必要となった場合は，医師の意見を踏まえ，本人の意思を確認又は，

身元引受人の意見を聞いた上，介護居室で介護する。介護居室で介護を

行う場合の介護居室の利用権は，当初の入居一時金に含まれており，追

加の費用は必要ない。一定の観察期間の後，継続的に介護居室での介護

が必要と判断される場合には，本人，身元引受人，被控訴人共別途に定

める判定委員会の判定に従い，一般居室の利用権を消滅させ，新たに介

護居室の利用権を設定する。 

(3) 本件施設のＩ号室の入居契約と入居一時金の支払等 

ア Ａらの入居契約申込み 

 Ａらは，平成１４年１月１７日，被控訴人に対し，本件施設のＩ号室の

入居申込みをしたところ，その申込書（乙１）において，次の入居方式の

中から，入居金方式を選択した。 

(ｱ) 入居金方式 ２人入居 入居金：３７５０万円＋３００万円＝４０

５０万円 

(ｲ) 賃貸方式 家賃：月額３１万５０００円，保証金１８９万円 

(ｳ) 併用方式 入居金：１８７５万円 

       家賃：月額１５万７５００円 

イ 本件施設のＩ号室の入居契約 

被控訴人は，Ａらとの間で，平成１４年３月４日，本件施設のＩ号室に

ついて，被控訴人がＡらに対し，目的施設（Ａらの居室及び共用施設）を

利用させること及び各種サービスを提供することを約し，Ａらが，これに
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対し，必要な費用を支払うことを約した結果，Ａらは，契約の終了がない

限り，居室及び共用施設を終身にわたり利用することができることを内容

とする要旨次のような本件入居契約を締結した（甲８）。 

(ｱ) ホームのタイプ 健康型（介護が必要となっても契約は存続―訪問

看護・訪問介護・通所介護・指定居宅介護支援事業で重介護状態となっ

ていても介護の対応が可能） 

(ｲ) 居室  Ｉ号室（一般居室），７２．９７㎡ 

(ｳ) 利用権 入居者は，契約の終了がない限り，目的施設（居室及び共

用施設）を終身にわたり利用することができる。 

(ｴ) 各種サービス 入居者は，被控訴人から，共用室の利用，健康管理，

治療への協力，介護，食事，生活相談，助言，生活サービス，レクリエ

ーション，その他サービスを受けることができる。 

(ｵ) 利用料 入居一時金方式，１５年償却。入居一時金は３７５０万円

及び２人入居による加算入居金３００万円の合計４０５０万円 

(ｶ) 管理費 施設の管理運営，運営懇談会の費用，健康管理，生活相談，

助言等の各種サービス（ただし，治療への協力，介護，食事を除く。）

の費用 月額９万円 

 なお，被控訴人から提供を受けた食費，治療，介護に係る費用は，入

居者の負担とする。 

(ｷ) 入居開始可能日 平成１４年５月３１日 

(ｸ) 入居者が死亡した場合，契約は終了し，契約の締結から終了までの

期間が１５年未満の場合は，以下の計算式により算出した返還金を返還

する。ただし，入居期間が１５年以上の場合は，返還しない（以下「本

件初期償却条項」という。）。なお，契約締結日及び契約終了日が属す

る月はそれぞれ１か月として計算する（３２条，３７条）。 

返還金＝入居一時金×０．８５［初期償却率１５％］×（１８０か月
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－利用経過月数）÷１８０ 

(ｹ) 被控訴人が本件入居契約を解除することができるのは，入居者が入

居申込書に虚偽の事項を記載する等の不正の手段により入居したとき，

管理費その他の費用の支払をしばしば遅滞するとき，被控訴人の同意を

得ないで契約当事者以外の第三者を同居させたとき等の事由に該当し，

かつ，そのことがこの契約における当事者間の信頼関係を著しく害する

場合において，入居者に対し，３か月間の予告期間をおいて解除を通告

したときに限られている。 

(ｺ) 入居者が介護を必要とする場合には，被控訴人が別に定める介護基

準により，専用居室において，介護を受けることができる。この介護の

必要性の程度等の判断は，医師の意見を聴き，入居者の意思を確認する

などして，行うものとする。 

(ｻ) 居室内の小修理，取替え 

     入居者は，別に定めるところにより，同人の居室における次の各号に

掲げるものの小修理又は取替えを行うものとする（２５条）。 

    ａ 畳表，ジュータン等敷物 

    ｂ 窓ガラス 

    ｃ ふすま，障子，壁紙等 

    ｄ その他，被控訴人が別に定めるもの 

(ｼ) 原状回復の義務（２７条，以下「本件原状回復条項」という。） 

ａ 入居者は，目的施設及び備品について，汚損，破損，若しくは滅失

その他原状を変更した場合には，入居者の選択に従い，直ちに自己の

費用により原状に復するか，又は，被控訴人が別に定める代価を支払

うものとする。ただし，入居者の責めに基づかない場合は，この限り

でない。 

ｂ 入居者は，この契約が，被控訴人の契約の解除又は入居者の契約の
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解除の規定により解除された場合又は入居者の死亡により契約が終了

した場合において，居室を被控訴人に明け渡すときは，第２５条（居

室内の小修理，取替え）各号に掲げるものについて，修理若しくは取

替えに要する費用を負担するものとする。 

ウ 入居一時金の支払 

Ａらは，被控訴人に対し，本件入居契約に基づき，平成１４年５月２

７日までに上記の入居一時金（以下「本件入居一時金」という。）４０

５０万円を支払った。 

(4) 本件入居契約締結後の重要事項説明書 

本件入居契約締結後の平成１４年８月，被控訴人はＡらに対し，同月１日

付け「有料老人ホーム重要事項説明書」（甲２０。以下「８月１日付け重要

事項説明書」という。）を交付したが，８月１日付け重要事項説明書には，

要旨次のような記載がある。 

ア 施設の類型 介護付き終身利用型 

イ 開設年月日 平成１４年５月３１日開設 

  建物概要（権利関係） 平成１４年５月２５日竣工 

ウ 介護を伴う場所等 

ａ 上記(2)カ(ｱ)と同じ。 

ｂ 上記(2)カ(ｲ)のうち，介護居室で介護を行う場合の介護居室の利用権

は，当初の入居一時金に含まれており，追加の費用は必要ないとの部分

を除き（同部分は削除されていた。），同じ。 

(5) Ｂの死亡と返還金の支払 

ア Ｂは，平成２０年１２月２５日に死亡した。 

イ 被控訴人は，Ｂの死亡に伴い，加算入居金に係る返還金として，以下の

計算式で計算した１３８万８３３３円を支払う旨控訴人に通知し，平成２

１年３月頃に支払った（甲１）。 
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 （計算式） 

３００万円×０．８５×（５４００日［１８０か月］－２４６０日

［平成１４年３月から平成２０年１２月までの８２か月］）÷５４００

日［１８０か月］＝１３８万８３３３円（１円未満は切り捨て。以下，

同じ。） 

ウ 上記イの返還金は，本件入居契約の本件初期償却条項に基づき，Ｂが実

際に入居していない平成１４年３月１日から同年５月３１日までの３か月

間も利用経過月数に含めて計算されたものであった。 

(6) Ｉ号室からＪ号室への転居契約 

   ア Ａと被控訴人は，平成２１年４月１３日頃，居室移動に関する文書を作

成した。同文書には，①Ａと被控訴人は，一般居室であるＩ号室の利用権

を消滅させ，新たに介護居室であるＪ号室の利用権を設定することに合意

すること（以下「本件転居契約」という。），②本件転居契約に伴って被

控訴人がＡに対して支払うべきＩ号室の入居一時金に係る返還金は次の計

算式のとおり１６６４万５８３３円となること，③Ｊ号室の入居一時金は

１１００万円，初期償却率は１５％，償却期間は９４か月とすること（な

お，平成２１年４月当時における被控訴人の「入居金表」（甲２２）では，

介護居室の入居一時金は１１００万円，初期償却率は４０％，償却期間は

６０か月とされていたが，被控訴人はこれとは異なる取扱をした。），④

Ｉ号室に係る返還金は，Ｊ号室の入居一時金である１１００万円に充当し，

上記充当後の残額５６４万５８３３円は，以後の管理費（月額４万２００

０円）に充当することなどが記載されていた（甲２）。 

    （計算式） 

     ３７５０万円×０．８５×（１８０か月－８６か月［平成１４年３月か

ら平成２１年４月まで］）÷１８０＝１６６４万５８３３円 

   イ 上記アの返還金は，本件初期償却条項に基づき，Ａが実際に入居してい
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ない平成１４年３月１日から同年５月３１日までの３か月間も利用経過月

数に含めて計算されたものであった。 

(7) Ａの死亡と返還金の支払 

ア Ａは，平成２３年４月２４日に死亡した。 

イ 被控訴人は，Ａの死亡に伴い，控訴人に対し，①Ｊ号室の入居一時金の

返還金として，次の計算式のとおり６９６万２７６５円を支払うこと，②

Ｉ号室に係る返還金の残額５６４万５８３３円（上記(6)④）から，Ｉ号

室の原状回復費４１万４７５０円，Ｊ号室の管理費（２４か月分，１００

万８０００円），平成２０年１２月の介護居室利用料５万円を控除した４

１７万３０８３円を支払うこと，③Ｊ号室の原状回復費１３万円を控除す

ること，④以上による清算金（①＋②－③）として１１００万５８４８円

を支払う旨を通知し，同年７月２８日にこれを支払った。 

   （計算式） 

     １１００万円×０．８５×（９４か月－２４か月［平成２１年５月か

ら平成２３年４月まで］）÷９４＝６９６万２７６５円 

ウ 上記イの返還金は，本件初期償却条項及び本件原状回復条項に基づき，

原状回復費用が差し引かれたものであった。 

(8) 保険外サービス費用について 

ア 保険外サービス費用の定め 

指定特定施設入居者生活介護事業者は，利用料のほか，介護保険の給付

対象外の介護サービス費用（保険外サービス費用）として，利用者の選定

により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用の支払を受

けることができる（平成１１年厚生省令第３７号「指定居宅サービス等の

事業の人員，設備及び運営に関する基準」（以下「居宅サービス基準」と

いう。）１８２条３項１号）。そして，上記の支払を受けることができる

場合の１つとして，「人員配置が手厚い場合の介護サービス利用料」があ
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り，その基準として，①要介護者等が３０人以上の場合は，看護・介護職

員の人数が，常勤換算方法で，要介護者等の数（前年度の平均値）が２．

５又はその端数を増すごとに１人以上であること，②要介護者等が３０人

未満の場合は，看護・介護職員の人数が，居宅サービス基準等に基づき算

出された人数に２人を加えた人数以上であることが求められている（平成

１２年３月３０日厚生省老企第５２号「特定施設入居者生活介護事業者が

受領する介護保険の給付対象外の介護サービス費用について」２(1))）。 

イ 保険外サービス費用負担の合意 

被控訴人は，平成２１年６月頃，入居者に対し，保険外サービス費用と

して，要支援１及び２の者については月額１万５０００円，要介護１及び

２の者については月額２万１０００円，要介護３及び４の者については月

額３万１５００円，要介護５の者については月額５万２５００円を徴収す

ることを提案し，入居者の同意を得た（甲１３，乙１１，１２）。 

ウ Ａらの保険外サービス費用の支払 

Ａらは，被控訴人に対し，保険外サービス費用として，平成２０年１２

月に２万６２５０円，平成２１年６月から同年１０月まで毎月２万１００

０円，同年１１月から平成２２年１０月まで毎月３万１５００円，同年１

１月から平成２３年２月まで毎月５万２５００円，同年３月１日から同月

６日までの分として１万０５００円（以上の合計７２万９７５０円）を支

払った。 

第３ 当事者の主張 

１ 控訴人の請求原因 

(1) 本件初期償却条項が無効であること等 

 ア 本件入居一時金の法的性質等 

   (ｱ) 本件入居契約に基づきＡらが支払った本件入居一時金は，賃貸借

契約における敷金類似の法的性質の契約であり，Ａらが本件入居契
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約に基づく本件施設利用によって被控訴人が被る損害を担保する目

的で授受された金員であるから，上記損害が発生しない限り全額返

還されるべきものである。被控訴人の主張する終身利用権の対価とい

うような考え方は，明確性を欠如し，認めることはできない。たとえば，

経営者側の投下資本の回収ないし創業者利益の確保といった明確な概念

が必要である。 

   (ｲ) 平成２３年法律第７２号による老人福祉法の改正により，本件入居

一時金のような一時金を受領することは禁止ないし返還されることとな

った（改正後の同法２９条６項，８項）。この改正の趣旨は，法改正よ

り約９年前に締結された本件入居契約にも適用されると解するべきであ

る。 

   (ｳ) 仮に，本件入居一時金について，本件施設利用料（賃貸料及び介護

サービス料）の前払の意味があるとしても，月々に支払う管理料等が適

正な利用料の額に不足する場合のその額については，被控訴人に挙証責

任がある。 

  イ 本件初期償却条項の民法９０条による無効 

    本件入居一時金の上記性質によると，上記損害発生の有無及び適正な利

用料の不足額との有無にかかわらず単に入居契約を締結したというだけで，

本件入居一時金の１５％を償却して返還しない旨の本件初期償却条項には

合理的な根拠がなく，社会的相当性を欠くことが明らかである。 

    そして，本件初期償却条項に基づく償却額は６０７万５０００円（４０

５０万円×１５％）であり，これは，Ａらが本件施設に在籍した１０７か

月（平成１４年６月から平成２３年４月まで）をもって本件入居一時金４

０５０万円を除した月額約３７万８５００円の約１６倍となる。 

    したがって，本件初期償却条項は，介護サービス事業者である被控訴人

にいたずらに不適正な超過利潤を取得させることを内容とする条項であっ
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て，暴利行為として公序良俗に反し，民法９０条により無効である。 

    また，暴利行為とは認められないとしても，４０５０万円の１５％の償

却後の残額は，３４４２万５０００円と多額で，月々の支払の管理費は，

２人で９万円と相当な金額であり，それ以外の食費及び介護費等は，全て

実費として月々支払うのであるから，１５％の初期償却の６０７万５００

０円は，将来の正当な経営者側の労働，つまり，賃貸借役務の提供，日常

の個々の役務の提供等の全ての給付のうちのいずれかの対価として充当さ

れたものでなく，正当な名目が欠如した不当な利益であるといえる。また，

１５％の初期償却は，以後の月々の給付との対価的均衡の関係に立ってい

ない。暴利行為と認められないとしても，月々の給付と対価的均衡の関係

に立っていないだけで，公序良俗に反し，無効と評価すべきである。 

  ウ 本件初期償却条項の消費者契約法１０条による無効 

    本件入居一時金は，上記アのとおり，賃貸借契約における敷金と類似の

性質を有すること，給付の対価的均衡を欠如すること，暴利行為に該当す

ることなどに照らすと，本件初期償却条項は，民法が適用される敷金等の

法理に比し，消費者の権利を制限し，義務を加重し，民法１条２項に規定

する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものであるから，消

費者契約法１０条により無効である。 

(2) Ｂ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求 

   ア 被控訴人の不当利得損害額 

Ｂ死亡による加算入居金に係る返還金は，次のとおり，１６８万３３３

３円となり，控訴人は，被控訴人に対し，前提事実(5)イとの差額２９万

５０００円について，不当利得返還請求権を行使できる。 

（計算式） 

  ３００万円×１０１（１８０か月-７９か月［平成１４年６月から平成

２０年１２月まで］）÷１８０＝１６８万３３３３円 
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  イ 利用経過月数 

被控訴人は，償却期間を本件入居契約締結日に属する日からとしている

が（以下，償却期間を本件入居契約締結日に属する日からとする旨の合意

を「本件合意」という。），そのような定めはない。仮に，本件入居契約

３７条がその根拠となるとすると，同様の定めは，消費者の権利を制限し，

義務を加重し，民法１条２項の規定する基本原則に反して消費者の利益を

一方的に害するものであるから，消費者契約法１０条により無効である。 

(3) Ａ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求 

  ア 本件転居契約の虚偽説明による錯誤無効，詐欺取消し等 

   (ｱ) 被控訴人が本件入居契約締結に当たってＡらに交付した２月６日付

け重要事項説明書と本件入居契約締結後にＡらに交付した８月１日付け

重要事項説明書の内容は，前提事実(2)，(4)のとおりであり，８月１日

付け重要事項説明書の記載によっても，介護居室への移転に伴い，旧契

約の解除と新契約の締結が予定されていると読むことはできない。 

そもそも，８月１日付け重要事項説明書は，本件入居契約締結後のも

のであり，本件入居契約の内容とはなっていない。Ａらは，２月６日付

け重要事項説明書に基づき本件入居契約を締結したのであり，８月１日

付け重要事項説明書に基づく契約に変更したこともない。 

    (ｲ) 被控訴人とＡらは，被控訴人が，平成１４年５月３１日頃，特定施

設入居者生活介護につき事業者の指定を受けたことに伴い，施設内一時

介護室を廃止し，そのころ，Ｉ号室について，介護保険の利用契約(特

定施設)を締結し，以後，Ｉ号室を介護居室としても利用することを合

意した。 

仮にその事実が認められないとしても，被控訴人及びＡらは，平成２

０年６月２日頃，Ｉ号室について，介護保険の利用契約(特定施設)を締

結し，以後，Ｉ号室を介護居室としても利用することを合意した。 
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この特定施設による介護保険利用契約は，更新され，平成２１年４月

１３日頃の本件転居契約締結時まで，継続していた。 

したがって，Ｉ号室は介護居室でもあるから，被控訴人は，Ａに介護

を要する事態が発生しても，ＡをＩ号室以外の別の部屋に転居させる必

要はなかったものである。 

    (ｳ) それにもかかわらず，被控訴人は，本件転居契約の際，８月１日付

け重要事項説明書の記載内容が本件入居契約の内容になっていること及

びＩ号室が介護居室ではないことを当然の前提として本件転居契約を締

結させており，虚偽説明によるものである。また，Ａは，本件転居契約

を締結する必要がないのにそれが必要だと誤信して本件転居契約を締結

した。したがって，本件転居契約は，錯誤により無効である。あるいは，

詐欺又は消費者契約法４条１項１号に基づきこれを取り消すことができ

る。 

    (ｴ) 控訴人は，平成２３年７月２６日，被控訴人に対し，本件転居契約

につき，詐欺あるいは消費者契約法４条１項１号に基づく取消しの意思

表示をした。また，平成２５年５月７日の本件弁論準備期日においても

取消しの意思表示をした。 

  イ 本件転居契約の民法９０条又は消費者契約法１０条による無効 

   (ｱ) 本件入居契約は，終身利用を原則とし，介護が必要となった場合，

当初の契約を解除せずして，特定施設であるＩ号室をそのまま利用する

ことにより，従来の居室を利用できるはずであったし，変更された居室

は，介護室と同じ間取りであったところ，当初の契約を一旦解除させて

新たに利用契約を締結し，その際も０．８５の率で入居一時金を減額し，

かつ，それまでの利用期間で控除し，さらに，残余期間を９４か月とし，

１０年（１２０か月）としなかったのは，公序良俗に反するから，本件

転居契約は，民法９０条により，又は，消費者の権利を制限し，義務を
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加重し，民法１条２項の規定する基本原則に反して消費者の利益を一方

的に害するものであるから消費者契約法１０条により無効である。 

   (ｲ) Ａは，自己の発意ではなく，住居の移転を要請されたところ，そも

そも，住居を移転する必要性はなく，従来の住居を利用すれば足りた。

このような住居の移転は，老人の場合，心身に悪い影響を与えるのが自

然の事理であり，老後の健全な生活を阻害するものであるから，本件転

居契約は，公序良俗に反するし，消費者の権利を制限してその利益を一

方的に侵害するものであるから，民法９０条又は消費者契約法１０条に

より，無効である。 

ウ 本件転居契約における初期償却条項の民法９０条又は消費者契約法１０

条による無効等 

本件転居契約において，Ｉ号室の返還金の残余金額につき，さらに０．

８５の率で減額するのは，合わせて約３割弱(２７．７５％)の初期償却を

するものであるところ，これは，公序良俗に反するから民法９０条により，

又は，消費者の権利を制限し，義務を加重し，民法１条２項の規定する基

本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものであるから，消費者契

約法１０条により無効である。 

  エ 被控訴人の不当利得額 

   (ｱ) Ａ死亡による返金は，次のとおり，１５２０万８３３３円となるべ

きであり，控訴人は，被控訴人に対し，前提事実(7)イとの差額４２０

万２４８５円について，不当利得返還請求権を行使できる。 

     （計算式） 

      ３７５０万円×７３（１８０か月-１０７か月［平成１４年６月から

平成２３年４月まで］）÷１８０＝１５２０万８３３３円 

(ｲ) 被控訴人が主張する本件合意は存在しない。仮に，本件入居契約３

７条がその根拠となるとすると，本件合意は消費者契約法１０条により
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無効である。 

(ｳ) 被控訴人は，本件入居一時金からＩ号室，Ｊ号室の原状回復費用を

差し引いているが，原状回復費用はＡが負担すべきものではないから，

この差引きについては法律上の原因がなく，不当である。 

(4) 保険外サービス費用に係る不当利得返還請求 

   ア 前提事実(8)のとおり，Ａらは，保険外サービス費用負担の合意に基づ

き総額７２万９７５０円の保険外サービス費用の支払をした。 

   イ 保険外サービス費用の徴収は，被控訴人の説明及び国の行政指導により，

入居者２．５人に介護者１人が付くという基準のもとに運用するものであ

ったところ，被控訴人はこの基準を充足しないで運営していたにもかかわ

らず，基準を充足するとして保険外サービス費用を徴収していたから，被

控訴人は上記の７２万９７５０円を不当利得として返還すべきである。 

(5) よって，控訴人は，被控訴人に対し，Ｂ死亡時の返還金について，不当

利得返還請求権に基づき２９万５０００円，Ａ死亡時の返還金について，不

当利得返還請求権に基づき４２０万２４８５円，介護サービス費用について，

不当利得返還請求権に基づき７２万９７５０円の合計５２２万７２３５円の

支払と，これに対する請求をした日の後である平成２３年６月２６日から支

払済みまで商事法定利率の年６分の割合による遅延損害金の支払を求める。 

２ 請求原因に対する認否・反論 

(1) 本件初期償却条項が無効であること等についての認否反論 

   ア 本件入居一時金の法的性質等について 

     本件入居契約のような入居金一括方式とは，入居の際に一括して入居金

を支払うかわりに，終身，賃料を支払うことなくその部屋を利用すること

ができる契約方式である。明確性も欠如していない。 

     また，Ｋ県有料老人ホーム設置運営指導指針（平成２３年８月時点のも

の）においても，家賃相当額を一時金方式で受領することを認めており，
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本件入居契約の償却期間が１８０か月と長期にわたり，償却率が１５％で

あることからすると，返還対象とならない部分の割合が適切ではないとも

いえない。 

   イ 本件初期償却条項の民法９０条違反及び消費者契約法１０条による無効

についての認否反論 

     東京都であれば，入居金で４０００万円を超える施設は多数を占め，ａ

市の都心部にある施設でも入居金を６５２０万円から１億２２７０万円に

定めているところもあり，都心部にある利便性が高い施設ほど，高額な入

居金を定め，かつ，このような施設では，初期償却率を１５％から３０％

とし，償却年数も７年から１５年としている。また，Ｋ県内のほかの老人

ホームでも，初期償却率を１０％から２０％としたり，初期償却期間を１

０年から１５年としているところがある。 

     また，本件施設の利用契約のうち，賃貸方式では，毎月の賃料は月額３

１万５０００円であり，支払合計額は単純に３１万５０００円に入居月数

を掛けたものとなる。賃貸方式の場合は，５０か月目にその負担額は１５

７５万円となり，入居金一括方式の場合，初期償却をしても，５０か月目

の負担額は１５６３万７５００円となり，５０か月以上入居する入居者は，

入居一時金方式の方が有利なのである。そのため「正当な名目が欠如した

不当な利益」などというものではない。 

     以上によると，本件初期償却条項は消費者に一方的な不利益を課すもの

ではなく，公序良俗にも反しない。 

(2) Ｂ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求についての認否反論 

ア 被控訴人の不当利得損害額について  

Ｂ死亡時の返還金に関し，被控訴人に不当利得があることは争う。 

イ 利用経過月数について 

  本件入居契約３７条７項は，「契約締結日及び予告期間満了日又は契約
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終了日が属する月は，それぞれ１ケ月として計算するものとし，返還金は

無利息とする。」と規定しており（本件合意），契約締結日を起算点とし

て返還金の清算を行うことが前提となっている。 

また，Ａらと被控訴人は，平成１４年３月１日から同年５月３１日まで

の間も利用経過月数に含めるとの本件合意をした。本件施設は，平成１４

年５月３１日から開設されたが，契約締結日である同年３月４日から開設

日までの間，Ｉ号室には他の希望者は入居できないことになり，入居者は

そのような権利を有するため，その対価として償却が行われることになる。

さらに，Ｂが死亡した際の返還金の計算について，平成１４年３月から利

用経過月数を計算することについてＡは認めており，控訴人も異議を述べ

ていない。したがって，本件合意は，消費者の利益を一方的に害するもの

でなく，消費者契約法１０条に該当しないから，契約から３か月間を利用

経過月数に含めるのは相当である。 

(3) Ａ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求についての認否反論 

   ア 本件転居契約の虚偽説明による錯誤無効，詐欺取消し等について 

    (ｱ) 被控訴人は，本件入居契約前に，Ａらに対し，あくまでも予定のも

のとして，２月６日付け重要事項説明書を交付したものであり，２月６

日付け重要事項説明書は本件入居契約の内容ではない。そして，被控訴

人は，８月１日付け重要事項説明書を作成した後，Ａらにこれを交付し，

Ａらと被控訴人は，これを本件入居契約の内容とすることを合意した。

したがって，本件転居契約締結の際には８月１日付け重要事項説明書の

記載内容が本件入居契約の内容であったのだから，継続的に介護居室で

の介護が必要と判断された場合は，一般居室の利用権を消滅させ，新た

に介護居室の利用権を設定することになる。 

    (ｲ) Ａは，Ｂが死亡した後，急速に衰え，徘徊や転倒が見られたので，

その安全を保てなくなったことから，控訴人やその妻に状況を説明した
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上で，本件転居契約を締結し，Ｊ号室に移動してもらった。また，同契

約当時の規定によれば，Ｊ号室の入居一時金は１１００万円であり，初

期償却率は４０％，償却年数は５年とされていたが，Ａが既に一般居室

であるＩ号室を利用していたため，本件転居契約においては，Ｉ号室の

契約に準じて，初期償却率を１５％とし，償却年数を９４か月（１８０

か月－８６か月）としたのであり，この点についても控訴人及びその妻

にも説明していた。なお，Ｉ号室を介護居室としても利用することなど

合意していない。 

    (ｳ) 以上によると，Ａには錯誤はない。また，被控訴人の虚偽説明もな

いから，詐欺又は消費者契約法４条１項１号に基づく取消権も生じない。 

  イ 本件転居契約の民法９０条又は消費者契約法１０条による無効について 

     一般居室と介護居室とでは，その性質が大きく異なる。介護居室は，長

期にわたり２４時間の頻繁な介護が必要となった入居者のための居室であ

るから，新たに利用権を設定する必要があり，一般居室とは異なる料金形

態をとることとなる。したがって，２度目の初期償却を行うことが，公序

良俗に反し，民法９０条又は消費者契約法１０条により無効となるとはい

えない。 

ウ 本件転居契約における初期償却条項の民法９０条又は消費者契約法１０

条による無効等について 

     上記ア(ｲ)のとおり，本件初期償却条項が公序良俗に反することはない

から，民法９０条又は消費者契約法１０条により無効となることはない。 

  エ 被控訴人の不当利得額について 

   (ｱ) 被控訴人に不当利得があることは否認ないし争う。 

(ｲ) 利用経過月数の計算については，上記(2)イのとおりである。 

(ｳ) 原状回復費用はＡが負担すべきものでないことは争う。 

(4) 保険外サービス費用に係る不当利得返還請求についての認否反論 



 

21 

   ア 被控訴人がＡらから支払を受けた保険外サービス費用が不当利得に当た

ることは争う。 

   イ 平成２１年６月当時，被控訴人の入居者のうち，要支援１の者は１１名，

要支援２の者が３名，要介護の者が９名であったところ，最低限，直接処

遇職員が５．１名必要であった。しかるに，被控訴人の直接処遇職員は９．

３名であり，基準の倍に近い人員配置を行っており，「手厚い職員体制で

あるとして保険外に別途費用を受領できる場合」に当たることから，生活

支援介護費として別途費用を徴収していたものである。 

３ 抗弁―原状回復請求権について 

(1) 本件原状回復条項に基づく原状回復請求権 

  ア 入居者が負担すべき原状回復費用 

    本件原状回復条項により，退去時の原状回復義務が定められており，そ

の補修に要する費用は，本件入居契約終了時に入居金から差し引くことが

できる。 

イ Ｉ号室及びＪ号室の損傷 

    Ｉ号室及びＪ号室には別紙「原状回復一覧表」の「名称」欄及び「原状

回復の必要性」欄記載のとおり，退去時に損傷があり，それぞれ本件原状

回復条項に該当する。 

  ウ 補修費用 

    これらの損傷を補修する費用としては，同別紙「金額」欄のとおりの金

額を要する。 

(2) 賃貸借契約に基づく原状回復請求権 

  ア 原状回復義務の存在 

本件入居契約あるいは本件転居契約は賃貸借契約としての性質を有する

ものであり，契約終了時に賃借人は，特別損耗について原状回復義務を負

う。 
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イ Ｉ号室及びＪ号室の損傷 

    上記(1)イと同じ。 

  ウ 補修費用 

    上記(1)ウと同じ。 

 ４ 抗弁に対する認否 

(1) 本件原状回復条項に基づく原状回復請求権に対する反論 

ア 入居者が負担すべき原状回復費用について 

  本件入居契約の２５条は，賃借人に対し，①畳表，ジュータン等の敷物

の修理又は取替え，②窓ガラスの修理又は取替え，③ふすま，障子，壁紙

等の修理又は取替えについて修繕義務を負わせ，原状回復義務を負わせて

いる。しかし，建物の通常損耗は，建物のいかなる方法においても通常発

生する経年劣化であり，賃借人は，通常損耗について，原則として原状回

復義務を負わないのであるから，本件原状回復条項は，通常損耗を超える

部分について原状回復義務を課したものと解するべきである。Ａらは，本

件入居契約時に通常損耗について原状回復義務を負うとの説明も受けてい

ない。 

   イ Ｉ号室及びＪ号室の損傷について 

    被控訴人の主張する損耗は，そもそも存在しないか，通常損耗の範囲で

ある。具体的な主張は，別紙「原状回復一覧表」の「控訴人の主張」欄記

載のとおりである。 

  ウ 補修費用について 

    争う。被控訴人の主張する補修費用は，見積額にすぎず，実際の補修費

用であるとはいえない。 

(2) 賃貸借契約に基づく原状回復請求権に対する認否反論 

  ア 原状回復義務の存在について 

特に争わない。 
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イ Ｉ号室及びＪ号室の損傷について 

    上記(1)イと同じ。 

  ウ 補修費用について 

    上記(1)ウと同じ。 

５ 再抗弁―本件原状回復条項が無効であること―抗弁(1)に対して 

  仮に，本件原状回復条項が，通常損耗の原状回復義務を課したものであると

するならば，平成１４年当時の老人ホームの状況，情報の格差，力関係の格差，

入居一時金の高額性，月額負担の高額性から，本件特約は，通常損耗の原状回

復義務がないとする民法の規定の適用に比して，消費者の権利を制限し，義務

を加重する消費者契約の条項であって，民法１条２項の信義則の基本原則に反

して，消費者の利益を一方的に害するから，消費者契約法１０条により無効で

ある。 

 ６ 抗弁に対する認否 

   否認ないし争う。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 本件初期償却条項の効力について 

(1) 本件入居一時金の法的性質等 

    控訴人は，本件入居一時金は，賃貸借契約における敷金類似の法的性質を

有すると主張し，被控訴人は，賃料を支払うことなく終身その部屋を利用す

ることができることの対価である旨主張する。 

前提事実(2)及び(3)のとおり，本件入居契約において，被控訴人は，

Ａらに対し，原則として，終身，本件施設における居室及び共用施設を

利用させること並びに各種サービスを提供することを約し，Ａらは，こ

れに対し，入居一時金として３７５０万円及び２人入居による加算入居金

３００万円の合計４０５０万円を入居時に一括して支払い，以後，管理費

（月額９万円），食費，治療，介護に係る費用（以下「管理費等」とい
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う。）を支払うものの，本件入居契約終了時（入居者が死亡した場合など）

まで利用料（家賃相当額を含む。）を支払う必要がないとされていたこと，

入居一時金は，居室，共用施設の利用権及び各種サービスを受ける権利（施

設利用料）取得のための費用とされ，家賃相当額を含むものとされていたこ

と，被控訴人による本件入居契約の解除は，厳格な要件の下に限定されてお

り，Ａらは，原則として，終身にわたって，本件施設の居室及び共用施設を

利用することができる地位を得たといえること，本件入居一時金については，

契約の締結から終了までの期間が１５年未満の場合は，初期償却（初期償却

率１５％）をした後，１８０か月（１５年）から利用経過月数を控除した残

月数に対応した残金を返却するが，１５年を経過した場合には返却しないと

されていたこと，利用料の支払方式には，入居一時金を支払う方式のほか，

賃貸方式と併用方式があり，Ｉ号室の場合，賃貸方式を選択すれば，家賃が

月額３１万５０００円，保証金が１８９万円となるが，退去時まで家賃の支

払が必要となること，併用方式を選択すれば，入居金が１８７５万円，家賃

が月額１５万８５００円となるが，退去時まで家賃の支払が必要となること，

上記３方式において，管理費等の支払額には差異がないことが認められる。 

    このような本件入居契約の内容からすれば，本件入居一時金は，Ａらが，

本件施設の居室等を原則として終身にわたって利用し，各種サービスを受け

得る地位を取得するための対価であったというべきである。そして，本件入

居一時金の支払により，原則として終身居室等を利用し，サービスを受ける

ことができるようになること，入居一時金の１５％を初期償却するほかは，

契約終了までの期間が１５年未満の場合には，利用経過月数を控除した残月

数に対応した残金を返却し，１５年を経過した場合には返却しないとされて

いること，また，１５年を経過した場合には管理費等の支払のほかには，利

用料の支払を要しないとされていることからすると，本件入居一時金の中に

は，償却期間である１５年を想定居住期間とする居室・サービスの利用料金
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（家賃相当額を含む。）の前払部分と，契約が利用者の終身にわたり継続す

ることを保証するための対価的要素（契約が１５年を超えて継続する場合に

備えるための相互扶助的な要素）ないしそうした終身の利用権を設定するた

めの対価（いわば権利金）的要素が含まれた部分（以下「本件終身利用対価

部分」という。）とがあり，後者が本件初期償却条項により償却される部分

と解するのが相当である。 

したがって，控訴人が主張するような契約中あるいは契約終了時に賃貸人

側の損害を填補することを予定して賃借人が差し入れる敷金類似のものとい

うことはできない。 

    控訴人は，入居一時金を終身利用の対価とすることは明確性が欠如するも

のである旨主張するが，Ａらは，入居時に本件入居一時金を支払えば，以後，

管理費等を支払うものの，終身，家賃相当額を含む利用料を支払う必要はな

いという点で明確であるといえるから，控訴人の主張は採用することができ

ない。 

(2) 本件初期償却条項の民法９０条による無効について 

    控訴人は，本件入居一時金が賃料の前払的な性質を有するとしても，本件

初期償却条項は，月々の給付との対価関係に立っていないことなどから暴利

行為であるし，暴利行為と認められないとしても，公序良俗に反し，無効と

評価すべきである旨主張する。 

 ア 確かに，前記のとおり，本件初期償却条項により償却される部分は，本

件終身利用対価部分であると解されるため，月々の給付との対価関係に立

つものではない。しかしながら，前記のような本件終身利用対価部分を受

領することは，一定の合理性が認められるところであり，それが著しく高

額で不合理とされるものでない限り，暴利行為とはならないし，公序良俗

に反するものではないと解される。     

イ 証拠（甲３２，乙２）及び弁論の全趣旨によれば，Ｋ県有料老人ホーム
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設置運営指導指針（平成２３年８月時点のもの）においても，家賃相当額

を一時金方式で受領すること及び一時金のうち返還対象とならない部分の

割合が適切であることを求め，適切な初期償却であれば認めていたこと，

ａ市内にある施設でも入居一時金を６０００万円以上と定めたり，初期償

却率を３０％としたり，初期償却期間を５年から１０年としている施設が

多数あったことが認められる。 

 ウ これを本件についてみると，本件初期償却条項は，本件入居一時金（４

０５０万円）の１５％を初期償却するというものであり，当時のａ市内の

他の有料老人ホームと比較しても，著しく高額で不合理とは認められない

ので，暴利行為とはいえないし，公序良俗に反するともいえない。 

エ なお，平成２３年法律第７２号による改正後の老人福祉法は，有料老人

ホームの設置者は，家賃，敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜

の供与の対価として受領する費用を除くほか，権利金その他の金品を受領

してはならず（同法２９条６項），また，終身にわたって受領すべき家賃

等を前払金として受領するときは，契約が解除され又は終了した場合に当

該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定される額を控除し

た額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければならないとされ

（同条８項），老人福祉法施行規則は，上記の算定方法につき，契約が解

除され又は終了した日以降の期間につき日割計算により算出した家賃等の

金額を一時金の額から控除する方法によるべきことを定めている（２１条

２項２号）。そして，上記改正後の老人福祉法では，権利金その他の金品

の受領を禁じているところ，本件入居契約は，上記老人福祉法改正前に合

意されて支払われたものである（改正後の上記規定は，遡及適用されない。

平成２３年法律第７２号附則１０条３項，４項参照）上，本件終身利用対

価部分は契約が利用者の終身にわたり継続することを保証するための対価

的要素を含むものであるから，そのすべてが受領を禁じられるものとは解
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されない。そうすると，本件初期償却条項が，暴利行為には該当するとは

いえないし，公序良俗に反するとまでは認めることはできない。 

  (3) 本件初期償却条項の消費者契約法１０条による無効について 

   ア 控訴人は，本件初期償却条項が，賃貸借契約における敷金と類似の性質

を有することを前提に，民法の双務有償契約にいう給付の対価的均衡を欠

如すること，暴利行為に該当することなどから，消費者契約法１０条によ

り無効である旨主張する。 

イ まず，消費者契約法適用の前提として，本件入居契約が消費者契約

法２条３項にいう消費者契約といえるかについて検討すると，被控訴

人は，有料老人ホームの設置及び運営などを目的とする株式会社である

ことから消費者契約法２条２項の事業者ということができ，被控訴人と

の間で本件入居契約を締結したＡ及びＢは，消費者契約法２条１項の

消費者といえるから，本件入居契約は，消費者契約といえる。 

   ウ 消費者契約法１０条前段は，民法，商法その他の公の秩序に関しない規

定，すなわち，任意規定の適用による場合に比し，消費者の権利を制限し，

又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項であることを要件としてい

るが（以下「前段要件」という。），ここにいう任意規定には，明文の規

定のみならず，一般的な法理等も含まれると解される（最高裁判所平成２

２年(ｵ)第８６３号，同年（受）第１０６６号同２３年７月１５日第二小

法廷判決・民集６５巻５号２２６９頁）。 

     しかしながら，本件初期償却条項があるとしても，初期償却される部分

は，前記のとおり本件終身利用対価部分と解され，それ自体は合理性があ

ると解されるところであるから，本件初期償却条項が，民法の双務有償契

約にいう給付の対価的均衡を欠如するものとして，前段要件に該当すると

認めることはできない。 

以上から，本件初期償却条項は，消費者契約法１０条に該当しない。 
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  (4) よって，本件初期償却条項が民法９０条により，又は消費者契約法１０

条により無効になるということはできない。 

２ Ｂ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求について 

(1) 前提事実並びに証拠（乙６ないし８，１１，証人Ｌ）及び弁論の全趣旨

によれば，①本件入居契約は，平成１４年３月４日に締結されたが，本件施

設の入居開始可能日は，同年５月３１日とされていたこと（そもそも本件施

設の建物が同月竣工予定であり，本件施設の開設自体が同月３１日の予定で

あった。），②Ａは，同年６月２０日頃にＩ号室の水道の使用開始を申し込

み，Ａらは，同月２４日に本件施設に荷物を搬入したが，本件入居契約締結

日から同日までの間，Ｉ号室には他の入居者はいなかったこと，③Ｂは平成

２０年１２月２５日に死亡したこと，④本件入居契約においては，Ａのほか

にＢが入居することによる加算入居金が３００万円とされていたこと，⑤本

件入居契約においては，入居者が死亡した場合，契約は終了し，契約の締結

から終了までの期間が１５年未満の場合に返還する返還金の計算式は，「入

居一時金×０．８５［初期償却率１５％］×（１８０か月－利用経過月数）

÷１８０」というものであり(本件初期償却条項)，契約締結日及び契約終了

日が属する月はそれぞれ１か月として計算する（本件合意）とされていたこ

とが認められる。 

  (2) 本件合意の成否等について 

ア 控訴人は，上記(1)⑤のうち，利用経過月数の起算月を契約締結日が属

する月であるとする本件合意の成立を否定するが，本件入居契約の契約書

（甲８）の記載によれば，本件合意の成立を認めることができる。 

   イ 控訴人は，仮に，本件合意が成立したとされる場合には，本件合意は，

消費者契約法１０条に反し，無効である旨主張する。 

    (ｱ) 前提事実及び上記(1)で認定した事実によれば，被控訴人は，平成１

４年５月に本件施設の建物を竣工させ，同月３１日に本件施設を開設さ
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せる予定であり，本件施設の入居開始可能日は同日とされていたこと，

Ａらは同年６月２４日から本件施設のＩ号室の使用を開始したこと，本

件入居契約締結日からＡらの利用開始日までの間，Ｉ号室には他の利用

者が存在しなかったことが認められる。 

      上記１(1)において説示したとおり，入居一時金の性質は，本件施設

の居室等の終身利用の対価であるところ，被控訴人が本件施設を開設す

る予定日が平成１４年５月３１日であり，本件施設の入居開始可能日も

同日であったことから，Ａらは，本件入居契約を締結しても，少なくと

も同月３０日までは，本件施設に入居できなかったことになるのであり，

このような期間をも本件初期償却条項にいう利用経過月数に含めること

は，双務有償契約の対価性に反し，消費者の権利を制限し，又は消費者

の義務を加重するものとして，前段要件を満たすということができる。 

    (ｲ) 消費者契約法１０条は，消費者契約の条項を無効とする要件として，

前段要件のほか，当該条項が，民法１条２項に規定する基本原則，す

なわち信義則に反して消費者の利益を一方的に害するものであること

を定めるところ（以下「後段要件」という。），当該条項が信義則に

反して消費者の利益を一方的に害するものであるか否かは，消費者契

約法の趣旨，目的（同法１条参照）に照らし，当該条項の性質，契約

が成立するに至った経緯，消費者と事業者との間に存する情報の質及

び量並びに交渉力の格差その他諸般の事情を総合考慮して判断される

べきである（前記最高裁判所平成２３年７月１５日第二小法廷判決）。 

これを本件についてみると，利用経過月数の起算月を入居開始可能日

の属する月とするのでなく，契約締結日の属する月とすることは，そも

そも被控訴人がＡらに対して入居を認めていない期間（本件入居契約締

結日から平成１４年５月３０日まで）も利用経過日数に含めることにな

り，本件入居一時金が施設利用の対価の性質を有することからすれば，
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対価性を欠くものとなっている（なお，入居開始可能日以降は，入居者

において随時入居することが可能と解され，それに対応して，入居者が

入居すれば被控訴人側においてサービス等の提供ができるように準備を

する必要があるのであるから，入居開始可能日以降は，入居者が現実に

入居していなくても，対価性を欠くものとはいえない。）。また，本件

合意については，契約書に不動文字で記載されており，Ａらと被控訴人

との間で個別に交渉された結果，合意されたものとはいえない。さらに，

本件入居契約における入居一時金は，Ｂ死亡時の返還金の対象となった

のは加算入居金３００万円であり，利用経過月数が１か月増えるごとに

返還金は約１万４１６６円（３００万円×０．８５［初期償却率１５

％］÷１８０）減額されることになるが，本件入居契約に基づき支払わ

れた入居一時金３７５０万円については，利用経過月数が１か月増える

ごとに返還金は約１７万７０８３円（３７５０万円×０．８５［初期償

却率１５％］÷１８０）減額されることになる。 

これらによると，Ｂが死亡したときに本件合意に基づいて加算入居金

の返還金を計算したことについてＡがそれを認め，控訴人も異議を述べ

ていないことを考慮しても，本件入居契約に基づく入居一時金の返還金

の計算に適用される本件合意は，民法１条２項の規定する基本原則に反

し，消費者の利益を一方的に害するものであり，後段要件を満たすもの

ということができる。 

したがって，利用経過月数について，契約締結日の属する月を起算月

とするとの本件合意の，利用開始可能日の属する月より前の月も利用経

過月数に含める部分は消費者契約法１０条に反し，無効というべきであ

る。 

  (3) 以上によると，Ｂ死亡時の入居一時金の返還金は，次の計算式のとおり，

１４１万６６６６円となるところ，被控訴人は，１３８万８３３３円しか返
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還していないのだから，その差額にあたる２万８３３３円について，被控訴

人は，不当利得として控訴人に返還すべきである。 

   （計算式） 

     ３００万円×０．８５×１００（１８０か月－８０か月［平成１４年５

月から平成２０年１２月まで］）÷１８０＝１４１万６６６６円 

     １４１万６６６６円－１３８万８３３３円＝２万８３３３円 

 ３ Ａ死亡時の返還金に関する不当利得返還請求について 

  (1) 本件転居契約の虚偽説明による錯誤無効，詐欺取消し等について 

   ア 本件転居契約締結に至る経緯等について，前提事実並びに証拠（甲２，

８，９，２０ないし２２，３９，乙３，９の１ないし６，１０の１ないし

８，１１，証人Ｍ，同Ｌ）及び弁論の全趣旨によれば，①本件入居契約に

は，介護が必要になっても契約は存続する，入居者が介護を必要とする場

合には，被控訴人が別に定める介護基準により，専用居室において介護を

受けることができるとの記載があったこと，②本件施設では，各室ごとに

利用料が異なっていたこと，③被控訴人が本件入居契約締結に当たってＡ

らに交付した２月６日付け重要事項説明書には，介護が必要になっても契

約は存続する，軽度の介護及び基準内介護サービスについては，入居して

いる一般居室において介護する，長期にわたり２４時間の頻繁な介護が必

要となった場合は，医師の意見を踏まえ，本人の意思を確認又は，身元引

受人の意見を聞いた上，介護居室で介護する，介護居室で介護を行う場合

の介護居室の利用権は，当初の入居一時金に含まれており，追加の費用は

必要ない，一定の観察期間の後，継続的に介護居室での介護が必要と判断

される場合には，本人，身元引受人，被控訴人共別途に定める判定委員会

の判定に従い，一般居室の利用権を消滅させ，新たに介護居室の利用権を

設定する旨の記載があったが，表紙部分に「予定資料のため今後変更もあ

ります」とも記載されていたこと，④被控訴人が本件入居契約締結後の平
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成１４年８月にＡらに交付した８月１日付け重要事項説明書には，２月６

日付け重要事項説明書のうち，介護居室で介護を行う場合の介護居室の利

用権は，当初の入居一時金に含まれており，追加の費用は，必要ないとの

部分が削除されていたこと，⑤本件施設の一般居室は，間取りは一般のマ

ンションの部屋とおおむね同じであり，プライバシーが保たれているが，

介護居室にはキッチンや風呂がついておらず，２４時間の介護が必要な入

居者のために，同じ階にスタッフが常時詰めるスタッフルームがあり，共

用の食堂や浴室も設置されていること，⑥Ｂの死亡後，Ａに徘徊や転倒等

の症状が見られたため，被控訴人が，控訴人の妻であるＭに対し，Ａを介

護居室に転居させることを薦め，被控訴人の従業員であるＬがＭに対し，

居室移動願いの書式を交付し，それにＡが署名押印することにより，平成

２１年４月１３日頃，Ａと被控訴人は，本件転居契約を締結し，一般居室

であるＩ号室の利用権を消滅させ，新たに介護居室であるＪ号室の利用権

を設定したこと，⑦平成２１年４月１日現在のＪ号室の利用料は，入居金

一括方式のときの入居一時金は１１００万円，賃貸方式のときの月額家賃

相当額は７万円とされ，入居金一括方式のときの初期償却率は４０％，償

却年数は５年（６０か月）とされていたこと（なお，同時点でのＩ号室の

利用料は，入居金一括方式のときの入居一時金３８００万円，賃貸方式の

ときの月額家賃相当額は３１万６０００円とされ，入居金一括方式のとき

の初期償却率は４０％，償却年数は７年（８４か月）とされていた。），

⑧本件転居契約に伴って被控訴人がＡに対して支払うべきＩ号室の入居一

時金に係る返還金は，１６６４万５８３３円｛＝３７５０万円×０．８５

×９４（１８０か月－８６か月［平成１４年３月から平成２１年４月ま

で］）÷１８０｝となったこと，⑨本件転居契約の契約書には，Ｊ号室の

入居一時金は１１００万円，初期償却率は１５％，償却期間は９４か月と

不動文字で記載されており，本件転居契約では，その旨合意されたこと，
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⑩Ｉ号室の利用権解消に伴う上記⑧の返還金は，Ｊ号室の入居一時金であ

る１１００万円に充当し，上記充当後の残額５６４万５８３３円は，以後

の管理費（月額４万２０００円）に充当する旨合意されたことが認められ

る。 

   イ 控訴人は，２月６日付け重要事項説明書の記載内容によると，介護居室

への移転に伴い，旧契約の解除と新契約の締結が予定されていると読むこ

とはできない旨主張する。 

    (ｱ) この点について，被控訴人は，２月６日付け重要事項説明書は本件

入居契約の内容ではないし，８月１日付け重要事項説明書をＡらに交付

した際に，Ａらとの間で，同内容に沿って本件入居契約の内容を変更す

ることを合意したため，本件転居契約締結時には，介護居室に移動する

際には，旧契約の解除と新契約の締結が必要であった旨主張する。 

しかしながら，本件入居契約は，Ａらが入居一時金として総額４０５

０万円もの金員を支払い，本件施設の居室等を終身利用できることを内

容とするものであることからすれば，本件入居契約前に契約の重要事項

が説明されるのが通常であるところ，被控訴人がＡらに対し，本件入居

契約締結に当たり，２月６日付け重要事項説明書を交付したのであれば，

たとえ，「予定資料のため今後変更もあります」と記載していたとして

も，本件入居契約締結までの間にその変更がない以上，２月６日付け重

要事項説明書の内容も，本件入居契約の内容となるというのが当事者の

合理的意思に合致するものである。 

したがって，２月６日付け重要事項説明書も，本件入居契約の内容と

なっているものと認めるのが相当である。 

      そして，本件入居契約が８月１日付け重要事項説明書の内容に変更さ

れた旨の被控訴人の主張については，一般に，書面を交付しただけでは

その内容に基づいた合意が成立したと認めることはできないところ，本
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件では，被控訴人とＡらとの間で，本件入居契約を８月１日付け重要事

項説明書の記載内容のとおり変更する旨合意したことを認めるに足りる

証拠はない。被控訴人は，８月１日付け重要事項説明書を作成した際に，

入居者らに対し，これを一律に交付して署名押印をもらっており，Ａら

にも署名押印をもらったし，その内容も説明した旨主張するが，これを

認めるに足りる証拠はない。 

そうすると，Ａらと被控訴人の間の本件入居契約が８月１日付け重要

事項説明書の内容に沿って変更されたと認めることはできない。 

    (ｲ) このように２月６日付け重要事項説明書の記載内容も本件入居契約

の内容であるとしても，上記アの認定事実のとおり，本件入居契約では，

入居者が介護を必要とする場合には，被控訴人が別に定める介護基準に

より，専用居室において介護を受けることができるとの記載があること

が認められるものの，２月６日付け重要事項説明書には，軽度の介護等

の場合には入居している一般居室において介護するが，長期にわたり２

４時間の頻繁な介護が必要となった場合には介護居室で介護することが

記載されているのであるから，本件入居契約の上記記載が，一般居室に

おける介護を常に保証したものであり，Ａらと被控訴人が，介護が必要

となる場合にも常にＩ号室で介護をする旨合意したと認めることはでき

ない。 

      控訴人は，被控訴人とＡらは，被控訴人が，平成１４年５月３１日頃，

特定施設入居者生活介護につき事業者の指定を受けたことに伴い，施設

内一時介護室を廃止し，その頃，Ｉ号室について，介護保険の利用契約

(特定施設)を締結し，以後，Ｉ号室を介護居室としても利用することを

合意した旨主張するが，これを認めるに足りる証拠はない。 

また，控訴人は，被控訴人とＡらは，平成２０年６月２日頃，Ｉ号室

について，介護保険の利用契約(特定施設)を締結し，以後，Ｉ号室を介
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護居室としても利用することを合意した旨主張し，確かに，証拠（甲４

２）によれば，被控訴人とＡは，平成２０年６月２日，被控訴人がＡに

対し，本件施設において介護保険法令等を遵守し，入居者が有する能力

に応じ，自立した日常生活を営むことを目的として，指定特定施設及び

指定介護予防特定施設入居者生活介護のサービスを提供することを約し

たことは認められるが，被控訴人とＡらが，この頃，Ｉ号室を介護居室

として利用することを合意したとまでは認めることはできない。 

    (ｳ) このように，２月６日付け重要事項説明書の記載事項が本件入居契

約の内容になるとしても，本件入居契約が，Ａらに対し，介護が必要と

なった場合でも常にＩ号室での介護を約したものであるとは認められな

いが，２月６日付け重要事項説明書では，継続的に介護が必要と判断さ

れる場合には，一定の手続を経て，一般居室の利用権を消滅させ，新た

に介護居室の利用権を設定するとする一方，介護が必要になっても契約

は存続する，介護居室で介護する際の利用権は，当初の入居一時金に含

まれており，追加の費用は必要ないとしていることからすると，一般居

室から介護居室に移る場合であっても，入居一時金を支払った当初の入

居契約全体を解除して，新規入居者と同様な形で新契約を締結すること

が予定されていたわけではないことがうかがわれる。そして，そもそも

本件入居契約において，入居一時金は，本件施設の居室及び共用施設の

利用並びに各種サービスを終身受け得る地位を取得するための対価であ

るところ，居室の利用権は，上記契約内容の一部にすぎないこと，本来，

入居一時金の支払によって終身にわたって利用し，サービスを受けうる

地位を取得したとしつつ，継続的な介護が必要となって介護居室での介

護に移る場合には，従前の契約を解除して新規契約を締結しなければな

らない（そして，その場合には，再度初期償却がされる。）というのは，

不合理であり，特に入居一時金における初期償却条項の性質を，本件終
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身利用対価部分を償却するものと解する場合には，そのような初期償却

が再度可能となるというのは著しく不合理であるといわざるを得ないこ

とからすると，２月６日付け重要事項説明書の記載内容は，介護居室に

転居する際に，従来の居室の利用契約の解除と全く新しい契約の締結を

予定しているものではなく，入居契約中，居室の利用権を介護居室の利

用権に変更する変更契約か，居室によって入居一時金の額が異なること

から，従来の居室の利用契約の解除と新契約の締結との方式をとらざる

を得ない場合であっても，既に当初の入居契約に基づく入居一時金の初

期償却により本件終身利用対価部分の支払がされていることが考慮され

る必要があると認めるのが相当である。 

(ｴ) 控訴人は，Ｉ号室が介護居室でもあったから，Ａに介護を要する事

態が生じたとしてもＡをＩ号室以外の別の部屋に転居させる必要がなか

ったこと，また，介護居室への移転に伴い，旧契約の解除と新契約の締

結は予定されていなかったのに，被控訴人は，本件転居契約の際，Ｉ号

室が介護居室でないことを当然の前提として，旧契約の解除と新契約の

締結をさせており，虚偽説明があったし，Ａは，本件転居契約を締結す

る必要がないのにそれが必要だと誤信して本件転居契約を締結した旨主

張する。 

しかしながら，被控訴人とＡらが，Ｉ号室を常に介護居室として利用

することを合意したとまでは認められないことは，すでに説示したとお

りである。 

また，本件施設内での一般居室と介護居室の設備の違いや，介護居室

のある階にはスタッフルームが設置され，介護に適するよう配慮されて

いること，本件転居契約締結の頃，Ａに徘徊や転倒等の症状が見られた

ことなども考慮すると，Ａについて，介護居室であるＪ号室に転居する

必要がなかったとは認められない。 
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そして，Ｉ号室の入居一時金は，本件入居契約締結時には３７５０万

円であったが（賃貸方式の場合の賃料は月額３１万５０００円），本件

転居契約締結の頃のＪ号室の入居一時金は１１００万円（賃貸方式の場

合の賃料は月額７万円）であったのであるから，Ｉ号室の利用に係る本

件入居契約を解除して，Ｊ号室に係る入居契約を新たに締結しない場合

には，被控訴人が多額の入居一時金を保管し続けることになり，それ自

体，Ａにとって不利益にもなるのであるため，本件において，旧契約を

解除し，新契約を締結する必要がなかったということもできない。 

以上のことを考慮すると，ＡがＪ号室に転居するに当たり，Ｉ号室に

関する本件入居契約を解除し，新たにＪ号室の入居契約を締結する必要

があるとした点に，Ａの錯誤を認めることはできないし，被控訴人の詐

欺あるいは虚偽説明を認めることもできない。 

      したがって，本件転居契約全体が錯誤無効である，又は詐欺あるいは

消費者契約法４条１項により取り消しうるとの控訴人の主張は採用する

ことができない。 

  (2) 本件転居契約又は本件転居契約の初期償却条項の民法９０条又は消費者

契約法１０条による無効について 

   ア 控訴人は，本件入居契約においては，介護居室としてＩ号室を利用する

ことができた旨を主張するが，既に説示したとおり，本件入居契約は介護

が必要となる場合にも常にＩ号室で介護をする旨合意したものであると認

めることはできないから，この点を理由として，本件転居契約が民法９０

条又は消費者契約法１０条により無効であるということはできない。 

     また，控訴人は，Ａを転居させたことは，Ａの心身に悪い影響を与え，

老後の健全な生活を阻害するものであるから，本件転居契約は公序良俗に

反するものとして民法９０条又は消費者契約法１０条により無効である旨

主張するが，本件転居契約がＡにとって不必要なものであったということ
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はできない上，Ｊ号室への転室がＡの心身に悪い影響を与えたと認めるに

足りないから，控訴人の主張を採用することはできない。 

イ 控訴人は，本件転居契約において，本件入居契約における入居一時金を

初期償却し，さらに，Ｊ号室の入居一時金について初期償却を定めたこと

から，本件転居契約又は本件転居契約の初期償却条項は，民法９０条又は

消費者契約法１０条により無効である旨主張する。 

  (ｱ) 本件入居契約では，２月６日付け重要事項説明書が本件入居契約の

内容であり，８月１日付け重要事項説明書の内容に変更されたと認める

ことはできないから，Ａと被控訴人の間には，本件転居契約締結時にも，

２月６日付け重要事項説明書に記載されているとおり，介護居室で介護

を行う場合の介護居室の利用権は，当初の入居一時金に含まれており，

追加費用は必要ないものとされていたと認めるのが相当である。 

  (ｲ) しかるに本件では，Ａは，本件転居契約の締結に伴い，Ｉ号室につ

いて本件初期償却条項に基づく初期償却等を行った上で入居一時金の返

還手続をとり，その返還金からＪ号室の入居一時金を支払ったこととし，

かつ，Ｊ号室の入居金の返還についても，別途初期償却の合意をしたこ

ととなる。 

  そもそも本件入居契約において，入居一時金は，本件施設の居室及び

共用施設の利用並びに各種サービスを終身受け得る地位を取得するため

の対価であるところ，居室の利用権は，上記契約内容の一部にすぎない

こと，終身にわたって利用し，サービスを受けうる地位にあるとしつつ，

継続的な介護が必要となって介護居室での介護に移る場合には，契約の

一部変更も可能なのであるから，必ず従前の契約を解除して新規契約を

締結しなければならない（そして，その場合には，再度初期償却がされ

る。）というのは，不合理であり，特に入居一時金における初期償却条

項の性質を，本件終身利用対価部分を償却するものと解する場合には，



 

39 

そのような初期償却が再度可能とすることは二重に本件終身対価部分を

取得することになって著しく不合理といわざるを得ず，消費者の権利を

制限し，又は消費者の義務を加重するものとして，前段要件を満たすと

いうことができる。 

  そして，再度の初期償却は，同一利用者から，本件終身利用対価部分

を二重に取得しようとするものであるから，信義則に反して消費者の利

益を一方的に害するものというべきであるから，後段要件も満たすもの

ということができる（このように，本件転居契約における再度の初期償

却を定めた条項が消費者契約法１０条により無効となると解されるとこ

ろ，本件転居契約は，Ａを介護居室であるＪ号室に転居させ，かつ，Ｉ

号室とＪ号室との利用料の差を精算するものともなっていることからす

れば，本件転居契約自体が，公序良俗に反するものであるとして民法９

０条により無効になる，あるいは，消費者の権利を制限し，義務を加重

し，民法１条２項の規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に

害するものとして，消費者契約法１０条により無効となるということは

できない。）。 

  (ｳ) なお，控訴人は，本件転居契約において，Ｊ号室の償却期間を１０

年（１２０か月）とせず，９４か月としたことが不当である旨主張する。 

   しかしながら，２月６日付け重要事項説明書には，介護居室の償却期

間は１０年とする旨の記載があるが，本件転居契約がなされた平成２１

年４月時点においては，Ｊ号室の償却期間は５年（６０か月）とされて

いたことからすると，本件転居契約の際，Ｊ号室の償却期間を９４月

（ただし，後記(ｴ)のとおり，本件合意が無効であるところから，償却

期間は，９６月（１８０か月－８４か月［平成１４年５月から平成２１

年４月まで］）とすべきである。）としたことが，消費者の利益を一方

的に害するものであるなどとして，民法９０条や消費者契約法１０条に
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該当すると認めることはできない。 

 (ｴ) そして，被控訴人は，Ｉ号室の入居一時金の計算において，本件合

意に基づき契約締結日を利用経過月数の起算月としているが，本件合意

が無効であることは既に説示したとおりである。 

   したがって，再度の初期償却及び本件合意を無効として入居一時金の

返還について計算すると，次のとおり１４２５万円となる。 

これに対し，前提事実(7)のとおり，被控訴人は，Ａ死亡時に，Ｉ号

室にかかる返還金の残額が１６６４万５８３３円，Ｊ号室にかかる入居

一時金が１１００万円でその返還金の残額が６９６万２７６５円と計算

しており，返還金の合計は，１２６０万８５９８円となる。 

したがって，この差額１６４万１４０２円について，被控訴人は，不

当利得として控訴人に返還すべきである。 

  （計算式） 

   ３７５０万円×０．８５×９６（１８０か月－８４か月［平成１４年

５月から平成２１年４月まで］）÷１８０＝１７００万円 

   １７００万円－１１００万円＝６００万円 

   １１００万円×７２（９６か月－２４か月［平成２１年５月から平成

２３年４月まで］）÷９６＝８２５万円 

   ６００万円＋８２５万円＝１４２５万円 

   １４２５万円－１２６０万８５９８円＝１６４万１４０２円 

４ 保険外サービス費用に係る不当利得返還請求について 

  控訴人は，Ａらは，被控訴人の説明及び国の行政指導により，入居者２．５

人に介護者１人が付くという基準のもとに運用することとして，保険外サービ

ス費用負担の合意により総額７２万９７５０円の保険外サービス費用の支払を

したが，被控訴人はこの基準を充足しないで運営していたから，被控訴人は上

記７２万９７５０円を不当利得として返還すべきである旨主張する。 
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  しかし，居宅サービス基準１８２条３号１項に関して厚生労働省が定める

「特定施設入居者生活介護事業者が受領する介護保険の給付対象外の介護サー

ビス費用について」の「人員配置が手厚い場合の介護サービス利用料」の徴収

をすることができる基準は，前記前提事実(8)ア記載のとおり，要介護者等が

３０人未満の場合は，看護・介護職員の人数が，居宅サービス基準に基づき算

出された人数に２人を加えた人数以上であることが求められていたが，証拠

（甲１３，乙４，５，１１，証人Ｌ）及び弁論の全趣旨によれば，平成２１年

６月当時，本件施設の入居者のうち，要支援１の者は１１名，要支援２の者が

３名，要介護の者が９名であったため，本件施設には，直接処遇職員が最低５．

１名必要であったところ，本件施設の直接処遇職員は９．３名であったことが

認められる。 

  そうすると，本件施設においては，厚生労働省の「人員配置が手厚い場合の

介護サービス利用料」を徴収することができる基準を満たしていることになる

から，被控訴人の直接処遇職員の配置が厚生労働省の同基準に反していたこと

を前提とする控訴人の上記主張は採用することができない。 

 ５ 本件原状回復条項に基づく原状回復請求権について 

  (1) 被控訴人は，本件原状回復条項により，退去時の原状回復義務が定めら

れており，その補修に要する費用は，本件入居契約終了時に入居金から差し

引くことができるところ，Ｉ号室及びＪ号室には別紙「原状回復一覧表」の

「名称」欄及び「原状回復の必要性」欄記載のとおり，退去時に損傷があり，

それぞれ本件原状回復条項に該当する旨主張する。 

    しかし，前提事実によれば，本件入居契約の２５条は，賃借人に対し，①

畳表，ジュータン等の敷物の修理又は取替え，②窓ガラスの修理又は取替え，

③ふすま，障子，壁紙等の修理又は取替えについて修繕義務を負わせ，原状

回復義務を負わせていることが認められるところ，建物の通常損耗は，建物

のいかなる方法においても通常発生する経年劣化であり，賃借人は，通常損
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耗について，原則として原状回復義務を負わないのであるから，本件原状回

復条項は，通常損耗を超える部分について原状回復義務を課したものと解す

るべきである（仮に，本件原状回復条項が，Ａらに対し，通常損耗について

も原状回復義務を負わせるものであるのであれば，それは，民法上の賃貸借

契約の終了に伴う原状回復義務を超える義務を負担させるものとなり，民法

１条２項の規定に反するものとして，消費者契約法１０条により無効となる

と解される。）。 

    このような観点により別紙「原状回復一覧表」各記載の損傷について検討

すると，同別紙の「当裁判所の判断」欄記載のとおりとなり，特別損耗と認

められるのは，番号８の「壁面フック取外し」のみとなる。 

しかしながら，上記の番号８の「壁面フック取外し」については，特に費

用を要するような損耗であると認めることもできないから，本件原状回復条

項に基づきＡが負担すべきであった原状回復費用は，これを認めることはで

きない。 

  (2) 被控訴人は，本件入居契約あるいは本件転居契約は賃貸借契約としての

性質を有するものであり，契約終了時に賃借人は，特別損耗について原状回

復義務を負う旨主張するが，証拠によっても，Ｉ号室及びＪ号室において，

特別損耗として認められるのは上記(1)で認定した「壁面フック取外し」の

みであり，その取外しについて，特に費用の発生が認められないことは，上

記認定のとおりである。 

  (3) 以上から，被控訴人がＡの死亡時の返還金から差し引くことができる原

状回復費用を認めることはできない。 

    しかるに，被控訴人は，Ａ死亡時の返還金から原状回復費用として，総額

５４万４７５０円（Ｉ号室について４１万４７５０円，Ｊ号室について１３

万円）を控除していることから，被控訴人は，不当利得として同額を控訴人

に返還すべきである。 
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６ まとめ 

   よって，控訴人の被控訴人に対する請求は，Ｂ死亡時の入居一時金の返還に

関する不当利得返還請求権として２万８３３３円，Ａ死亡時の入居一時金の返

還に関する不当利得返還請求権として２１８万６１５２円（１６４万１４０２

円＋５４万４７５０円）（以上合計２２１万４４８５円）を認めることができ

る。 

なお，不当利得返還請求権は，利得者が法律上の原因なく有している利得を

損失者に返還させる民法上の請求権であるから，遅延損害金については，商事

法定利率の適用はなく，民法所定の年５分の割合によると解される。 

したがって，控訴人の請求は，２２１万４４８５円と返還を請求した日の翌

日である平成２３年６月２６日から支払済みまで民法所定の年５分の割合によ

る遅延損害金の支払を求める限度で理由があり，その余は理由がないことにな

る。 

第５ 結論 

   以上のとおりであって，控訴人の請求を棄却した原判決は相当でないから，

原判決を上記第４の６の趣旨に変更することとして，主文のとおり判決する。 

    名古屋高等裁判所民事第３部 

        裁判長裁判官    揖   斐       潔 

                 裁判官    眞   鍋   美 穂 子 

                 裁判官    片   山   博   仁 

別紙原状回復一覧表は省略 


